
• 提案件数は、過去概ね300件台で推移してきたが、令和3年は220件となった。
• 提案を行った市区町村数は、増加傾向にあったが、令和3年は197団体となった。

提案件数（提案主体別） 提案団体数（提案主体別）

※ 共同提案は各団体区分にそれぞれ計上しているため、合計は一致しない

過去８年間の提案件数・提案団体数の推移

※平成28年から、特別区長会の構成団体を市区にもそれぞれ計上

※平成27年から、九州地方知事会の構成団体を都道府県にもそれぞれ計上
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地方からの提案に関する対応状況

実現・対応されたもの

実現できなかったもの
21%

これまでの提案の実現・

対応の割合

79%

年
（１）
提案
件数

（２）内閣府と関係府省との間で調整を行った提案
実現・対応

の
割合
c/e

小計
c=a+b

実現できな
かったもの

d

合計
e=c+d

提案の趣旨
を

踏まえ対応
a

現行規定で
対応可能

b

H26 953 263 78 341 194 535 63.7%

H27 334 124 42 166 62 228 72.8%

H28 303 116 34 150 46 196 76.5%

H29 311 157 29 186 21 207 89.9%

H30 319 145 23 168 20 188 89.4%

R元 301 140 20 160 18 178 89.9%

R2 259 142 15 157 11 168 93.5%

R3 220 145 2 147 13 160 91.9%

計 3,000 1,232 243 1,475 385 1,860 79.3%
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